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平成２２年度 施策評価表

2

２１年度 ２２年度

1

施策名
担当部

担当課

施策意図

現状と課題

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度

施策が目標とする状態です。

施策を取り巻く現在の状況と課題を記載しています。

成果指標の目標値と実績値を

経年で記載しています。

施策意図を、客観的

に見てどの程度達成で

きているか、数値で測

るための指標です。

成果指標の数値の根拠や、

算出式などを記載していま

す 例）○○調査

目標

実績

成
果

コ
ス
ト

評価・
分析

成果向上
のための
取組方針

3

施策が目標とする状態です。

施策を取り巻く現在の状況と課題を記載しています。

成果指標の目標値と実績値を

経年で記載しています。

施策意図を、客観的

に見てどの程度達成で

きているか、数値で測

るための指標です。

上記の「現状と課題」、「成果の分析」、「コス

トの分析」を踏まえて、施策の成果を向上させるた

めの方針を記載しています。

どういう目的で、いつ、誰が、何を、どのように

するのか、また、経営資源の配分方針についても、

可能な限り具体的に記載しています。

上記の成果指標の結果や推移を客観的に

見て、なぜ達成（未達成）だったのか、な

ぜ前年度より向上（低下）したのか、その

要因を記載しています。

コスト分析表を客観的に見て、なぜコス

トが増加（減少、不変）したのか、その要

因を記載しています。

成果指標の数値の根拠や、

算出式などを記載していま

す。例）○○調査



施策名

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

担当課

事務事業名
成果指標

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

指標名（単位）
２０

実績
２１

実績
２２

目標 増減額
施策内
割合(%)

施策トータルコスト
（千円）

担当部

取組
内容

施策トータルコストに占める事務事業トー

タルコストの割合です。

事務事業の達成状況を数値で測るた

めの指標と、その実績・目標値です。

事務事業の20・21年度実績トー

タルコストと、その増減額です。

施策を構成する事務事

業の名称です。

職員が直接関与する法令上の根拠

がある場合には「有」、法令上の根

拠がなければ「無」を記載していま

す。

上段：成果向上又はコスト削減のために２１年度に取り組んだ

内容（工夫や実施方法の変更等）により、「１」（コストを増

やし成果向上のために行ったこと）、「２」（コストを維持・

削減しつつ成果向上のために行ったこと）、「３」（成果を維

持しつつコスト削減のために行ったこと）を記載しています。

下段：成果、取組内容、コストを総括して、効率性に優れてい

たと判断する場合は「A」、それ以外の場合は「B」を記載し

ています。

施策トータルコストに占める事務事業トー

タルコストの割合です。

事務事業の達成状況を数値で測るた

めの指標と、その実績・目標値です。

事務事業の20・21年度実績トー

タルコストと、その増減額です。

施策を構成する事務事

業の名称です。





国庫支出金 (1) 国庫負担金・国庫補助金・国庫委託金の予定額です。

都道府県支出金 (2) 都負担金・都補助金・都委託金の予定額です。

地方債 (3) 区債の充当予定額です。

その他 (4) 使用料・手数料・受託事業収入・基金繰入金の予定額です。

一般財源 (5)

事業費 (6)

人件費 (7)

再雇用職員分 (8)

（職員数：賦課） (9) 正規職員と再任用職員の合計人数です。

（職員数：配賦） (10) この項目は使用していません。

職員数合計 (11) 正規職員と再任用職員の合計人数です。

(12) 専門非常勤・臨時職員の雇用等に係る予定額です。

（加算）減価償却費 (13) 建物の減価償却予定額です。

（加算）金利 (14) 区債の金利の予定額です。

（加算）退職給与引当 (15)

（控除）コスト対象外 (16)

（控除）雑収入 (17) この項目は使用しません。

(18) 調整額の合計額です。

(19) 事務事業の総コストです。

国庫支出金 (20) 国庫負担金・国庫補助金・国庫委託金の実績額です。

都道府県支出金 (21) 都負担金・都補助金・都委託金の実績額です。

地方債 (22) 区債の充当実績額です。

その他 (23) 使用料・手数料・受託事業収入・基金繰入金の実績額です。

一般財源 (24)

事業費 (25)

人件費 (26)

再雇用職員分 (27)

（職員数：賦課） (28) 正規職員と再任用職員の合計人数です。

（職員数：配賦） (29) この項目は使用していません。

職員数合計 (30) 正規職員と再任用職員の合計人数です。

(31) 専門非常勤・臨時職員の雇用等に係る実績額です。

（加算）減価償却費 (32) 建物の減価償却実績額です。

（加算）金利 (33) 区債の金利の実績額です。

（加算）退職給与引当 (34)

（控除）コスト対象外 (35) ２1年度に発生した、建物の取得費用及び貸付金該当額です。

（控除）雑収入 (36) この項目は使用しません。

(37) 調整額の合計額です。

(38) 事務事業の総コストです。

調
整
額

調整額計

予
定

実
績

調整額計

トータルコスト

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

間接費

コスト分析表の読み方

正規職員の退職給与引当の予定額です。２2年度予定単価は700千
円です。

使途が特定されていない収入の実績額です。

正規職員及び再任用職員の人件費です。２1年度の予定単価は正規
職員8, 100千円、再任用職員3,700千円です。

トータルコスト

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

間接費

調
整
額

正規職員の退職給与引当の実績額です。２1年度実績単価は
700千円です。

単位：千円

委託費や工事費、消耗品費など事業を実施するための予定額です。

再雇用職員の人件費です。２2年度の予定単価は2700千円です。

２2年度に発生する見込みの建物の取得費用及び貸付金該当額で
す。

委託費や工事費、消耗品費など事業を実施するための実績額です。

再雇用職員の人件費です。２1年度の予定単価は2600千円です。

使途が特定されていない収入の予定額です。

正規職員及び再任用職員の人件費です。２2年度の予定単価は正規
職員8, 300千円、再任用職員3,800千円です。


